
（平成２１年８月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 14 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認奈良地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

奈良国民年金 事案 628 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年 10 月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

付加保険料を含めて納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月から 62年３月まで 

    私の国民年金保険料は、妻が妻自身の分と一緒に役場で毎月納付してく

れていた。私は、昭和 40 年１月に国民年金に加入して以来ずっと納付し

ていたはずであるのに 61 年 10 月から６か月だけ未納になっているのは

考えられない。当時、確定申告の際に１年間の納付証明書をもらって確定

申告した記憶がある。申立期間が未納になっているのは納得ができないの

で今一度調査をお願いしたい。 

 

 第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入後は、会社退職後に 1 か月の未納期間はある

ものの、申立期間を除く加入期間はすべて納付している上、農業者年金基

金に加入し、同基金の加入者として申立期間を除く国民年金加入期間の付

加保険料もすべて納付済みである。 

また、申立人の保険料を納付していたとする申立人の妻も、申立期間を

除き国民年金加入期間はすべて納付しているとともに、申立人の厚生年金

保険加入に伴う妻自身の国民年金被保険者の種別変更手続も適切に行われ

ていることから、申立人の妻の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、社会保険庁の被保険者記録から、平成３年 12 月に申立人に対し

過年度納付書が発行されたことは確認できるが、当該納付書発行対象期間に

ついては既に納付済みであるとともに、申立人の妻が納付したとする申立期

間に係る保険料額は当時の保険料額と一致している。加えて、申立期間の前

後を通じて申立人夫婦の生活状況に大きな変化は認められないことから、申

立期間のみ未納であるのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を付加保険料も含めて納付していたものと認められる。 



 

  

奈良国民年金 事案 629 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年 10 月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月から 62年３月まで 

私は、夫の分と一緒に役場で国民年金保険料を毎月納付した。結婚後、

滞りなく納付しているはずであるのに昭和 61 年 10 月 から６か月だけ未納

になっているのは考えられない。当時、確定申告の際に１年間の納付証明

書をもらって確定申告した記憶がある。申立期間が未納になっているのは

納得ができないので今一度調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続後は、申立期間を除く加入期間については

すべて納付済みである。 

また、申立人が一緒に納付していたとする申立人の夫も、厚生年金保険と

の切替え時に１か月の未納期間はあるものの申立期間を除きすべて納付して

いるとともに、農業者年金基金加入以降の付加保険料も申立期間を除きすべ

て納付済みであることから、夫婦分の保険料を納付していたとする申立人の

納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、社会保険庁の被保険者記録から、平成３年 12 月に申立人の夫に対

し過年度納付書が発行されたことは確認できるが、当該納付書発行対象期間

については既に納付済みであるとともに、申立人が納付したとする申立期間

に係る保険料額は当時の保険料額と一致している。加えて、申立期間の前後

を通じて申立人夫婦の生活状況に大きな変化は認められないことから、申立

期間のみが未納であるのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

奈良国民年金 事案630 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和36年４月から42年３月まで 

    昭和47年に結婚した時、夫から国民年金のことを聞かれ、今まで未加入

であったことを話すと、「国民年金に加入していないと老後の生活が大変

なことになる。妹も国民年金発足当時から納付してやっているので、その

時期に合わせて 遡
さかのぼ

って納付しておく。」と言われ、36年４月まで 遡
さかのぼ

っ

て納付してもらったはずである。 

    ところが、社会保険事務所で国民年金の納付記録を確認すると昭和42年

からの加入となっており、申立期間が未加入期間とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間以降の国民年金加入期間は、国民年金保険料をすべて

納付しており、申立人の加入手続を行い、保険料を納付したとする申立人の

夫は、国民年金制度発足当初から加入し、納付期限内に保険料納付し、農業

者年金基金加入者として国民年金付加保険料も併せて納付しているなど、申

立人の夫の国民年金制度への理解の高さがうかがえる。 

また、申立人の夫が 遡
さかのぼ

って申立人の保険料を納付したとする昭和47年２

月ごろは、第１回目の特例納付実施期間である上、納付したと主張する保険

料額（６万円から７万円）は、当時、申立期間を含む36年４月から47年３月

までの保険料額５万8,500円とおおむね一致する。 

   さらに、申立期間を納付したとする昭和47年ごろには、申立人の居住地で

は婦人会などの納付組織による国民年金保険料の集金が行われており、申立

人の夫は、当時、集金人に、昭和36年4月の国民年金制度発足当初から納付し



 

  

ていた妹と同じように妻に対しても同年４月まで 遡
さかのぼ

って保険料を支払うこ

との依頼をしたことも明確に記憶していることから、その集金人が特例納付

保険料を預かったことが推察でき、役場においても、「集金人の立場からそ

の対応は考えられることである。」としている。 

加えて、申立人の夫は、「当時は事業が順調で、日雇人に支払う日当や原

料の購入資金として50万円から60万円は常に準備していた。」と述べており、

申立期間の保険料を特例納付することは可能な状況であったものと推認でき

る。 

   一方、社会保険事務所の記録から、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

47年２月26日に払い出され、同日付で申立期間後の42年４月から44年12月ま

での保険料が特例納付されていることが確認できる。このことから、申立人

の加入手続と同時に保険料が納付されたことは確認できるが、この時点にお

いて、申立人の国民年金の受給要件を満たすためには少なくとも41年３月ま

で 遡
さかのぼ

って納付する必要があり、それに満たない42年４月から特例納付をし

たとされている行政側の記録に不合理な点がみられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

奈良国民年金 事案 631 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年４月から 48 年３月までの付加保険

料を納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から 48年３月まで 

             ② 昭和 52年１月から同年３月まで 

私は、国民年金制度が発足した当初より国民年金に任意加入し、未納無

く保険料を納付し続けている。昭和 45 年 11 月に付加年金制度に加入した

以降は、61 年３月まで付加保険料も納付し続けている。申立期間について、

定額保険料のみの納付になっているが、付加保険料を合わせて納付してい

るので、どうしても納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、適用準備期間から国民年金に加入し、国民年金制度が開始され

た昭和 36 年４月以降、国民年金保険料の未納は無い上、45 年 11 月に付加年

金制度に加入しており、申立期間を除き、61 年３月まで付加保険料を納付し

続けていることから、国民年金制度への関心と納付意識が高かったことがう

かがえる。 

また、申立期間①について、申立人は、納付組織に定額保険料と合わせて

付加保険料を納付していたと主張しているところ、申立人が当時居住してい

たＡ町では、納付組織により保険料を集金していたことが推認される上、昭

和 50 年１月から納付書方式が開始されており、申立期間①の前後の期間で、

保険料の納付方法に変更は無い。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人の夫は、同一事業

所に 44 年間継続して勤務し、申立期間①の前後の期間の標準報酬月額に変動

は無い上、住所地の移動も無く、申立人の生活状況に大きな変化は認められ

ないことから、申立期間①について、その前後の期間と同様、付加保険料も



 

  

含めて納付組織を通じて国民年金保険料を納付していたものと考えるのが自

然である。一方、申立期間②について、社会保険事務所が保管している国民

年金被保険者台帳によれば、申立人は、昭和 52 年７月に申立期間②の保険料

を過年度納付したことが確認でき、申立期間②の付加保険料については、制

度上、納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が申立期間②の付加保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②について、申立人の

付加保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年４月から 48 年３月までの付加保険料を納付していたものと認めら

れる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在はＢ社に社名変更）Ｃ

工場における資格喪失日に係る記録を昭和 38 年７月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年６月 30日から同年７月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 38 年４月１日に入社し、平成 10 年８月 29 日に定年

退職するまで、同一会社に勤めているので、被保険者期間は繋がっていな

ければならない。同社Ｃ工場での実習期間の終了日が昭和 38 年６月 30 日

なので、資格喪失日を７月１日に訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

会社から提出のあった在籍証明書及び人事異動通知並びに雇用保険の加入

記録から、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 38 年７月１日に同社Ｃ工場

から同社Ｄ出張所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 38 年５月の社会保険事

務所の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 38 年７月１

日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年６月 30 日と誤っ

て記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 322 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、昭和

61 年９月は 28 万円、昭和 62 年９月は 30 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 13 年７月から同年 11 月までの期間、14 年２

月から同年９月までの期間、15 年２月、同年４月から同年８月までの期間、

16 年２月、同年５月、同年６月、同年８月、17 年 10 月、18 年１月、同年４

月及び同年７月は 41 万円、13 年 12 月、14 年１月及び 17 年２月は 38 万円、

14 年 10 月から同年 12 月までの期間、15 年３月、同年９月から同年 12 月ま

での期間、16 年３月、同年４月、同年７月、同年９月から同年 12 月までの

期間、17 年３月から同年６月までの期間、同年８月、同年９月、同年 11 月、

同年 12 月、18 年２月、同年３月、同年５月、同年６月及び同年８月は 44 万

円、15 年１月、16 年１月、17 年１月及び同年７月は 36 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年９月１日から平成 18年９月１日まで 

給与から控除されている保険料に見合う標準報酬月額と社会保険庁に届

け出ている標準報酬月額が相違している。会社は、社会保険庁へ報酬月額

を過少申告し、保険料はそれよりも高い金額で控除して、その差額を取り

込んでいたようである。特に、平成 13 年からの過少申告がひどい。会社設

立当初から過少申告していたという第三者の証言もある。適正な標準報酬

月額に訂正をお願いしたい。 

 



 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。したがって、申立期間のうち、昭和 61 年９月及び 62 年９月の申立人

の標準報酬月額については、賃金台帳において確認できる保険料控除額か

ら、61年９月は 28万円、62年９月は 30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義

務の履行については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間のうち、平成 13 年７月から 18 年８月までの期間の申立人の標

準報酬月額については、給与明細書及び賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、平成 13 年７月から同年 11 月までの期間、14 年２月から同

年９月までの期間及び 15 年４月から同年８月までの期間は 41 万円、14 年

10 月から同年 12 月までの期間、15 年３月、同年９月から同年 12 月まで

の期間、16 年３月、同年４月、同年７月、同年９月から同年 12 月までの

期間、17 年３月から同年６月までの期間、同年８月、同年９月、同年 11

月、同年 12 月、18 年２月、同年３月、同年５月、同年６月及び同年８月

は 44万円とすることが妥当である。 

一方、給与明細書及び賃金台帳において確認できる報酬月額から、平成

13 年 12 月、14 年１月及び 17 年２月は 38 万円、15 年１月、16 年１月、

17 年１月及び同年７月は 36 万円、15 年２月、16 年２月、同年５月、同年

６月、同年８月、17 年 10 月、18 年１月、同年４月及び同年７月は 41 万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事

務所に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料について

も、過少な納付であったことを認めていることから、事業主は給与明細書

及び賃金台帳で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を

届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保険



 

  

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

  ３ 申立期間のうち、昭和 45 年９月から平成 13 年６月までの期間（昭和 61

年９月及び 62 年９月を除く。）については、給与明細書等の資料が保管

されている期間は、一部の期間（昭和 60 年１月から 63 年 12 月までの期

間及び平成 10 年 11 月から 13 年６月までの期間）のみではあるものの、

当該期間の給与明細書等において確認できる保険料控除額に見合う標準報

酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額がほとんどの期間

で一致していることが確認できる。 

また、当該事業所に勤務していた被保険者が所持する給与明細書を検証

した結果、平成 13 年６月以前については、給与明細書の保険料控除額に

見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額はほ

とんどの期間で一致していることから、申立人についても、入社当初から

社会保険事務所で記録されている標準報酬月額を超える保険料控除があっ

たと認めることはできない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間のうち、昭和 45 年９月から平成 13 年６月までの期間（昭和 61

年９月及び 62 年９月を除く。）については、申立人が主張する標準報酬

月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 



 

  

奈良厚生年金 事案 323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 15 年４月から同年

８月までの期間、16 年５月及び 17 年１月は 24 万円、15 年９月から同年 12

月までの期間、16 年２月から同年４月までの期間、同年６月から同年８月ま

での期間及び 17 年７月は 26 万円、16 年１月は 22 万円、同年９月から同年

12 月までの期間、17 年２月から同年６月までの期間、同年８月、同年 10 月、

18 年１月及び同年７月は 28 万円、17 年９月、同年 11 月、同年 12 月、18 年

２月から同年６月までの期間及び同年８月は 30万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、平成 15 年４月から 18 年８月までの上記訂正後の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年４月７日から 18年９月１日まで 

入社時から、会社は社会保険庁に給与を過少申告しており、標準報酬月

額が実際の報酬より低いことがわかった。適正な標準報酬月額に記録訂正

をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがっ

て、申立人の標準報酬月額については、給与明細書及び賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、平成 15 年４月から同年８月までの期間は 24 万

円、15 年９月から同年 12 月までの期間、16 年２月から同年４月までの期間

及び同年６月から同年８月までの期間は 26 万円、16 年９月から同年 12 月ま



 

  

での期間、17 年２月から同年６月までの期間及び同年８月は 28 万円、17 年

９月、同年 11 月、同年 12 月、18 年２月から同年６月までの期間及び同年８

月は 30万円とすることが妥当である。 

一方、給与明細書及び賃金台帳において確認できる報酬月額から、16 年１

月は 22 万円、16 年５月及び 17 年１月は 24 万円、17 年７月は 26 万円、17

年 10月、18年１月及び同年７月は 28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所

に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過

少な納付であったことを認めていることから、事業主は給与明細書及び賃金

台帳で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 324 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 13 年７月、14 年

２月から同年５月までの期間、同年７月から同年９月までの期間、同年 11 月、

同年 12 月、15 年２月から同年５月までの期間、16 年２月、同年 11 月及び同

年 12 月は 41 万円、13 年８月、同年 11 月、同年 12 月、14 年６月、15 年６

月から同年８月までの期間、16 年４月、同年６月、同年９月、17 年３月及び

同年４月は 38 万円、13 年９月、同年 10 月、14 年 10 月、16 年７月、同年８

月及び 17 年６月は 36 万円、15 年１月及び 16 年 10 月は 30 万円、15 年 11 月

及び 17 年５月は 34 万円、15 年 12 月及び 16 年３月は 44 万円、16 年５月及

び 17年２月は 32万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、平成 13 年７月から 17 年６月まで（14 年１月、15 年９月、

同年 10 月、16 年１月及び 17 年１月を除く。）の上記訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年７月１日から 17年７月 26日まで 

平成 13 年７月から、標準報酬月額が急に低くなっており、標準報酬月額

が実際の報酬より低いことがわかった。適正な標準報酬月額に記録訂正を

お願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。したがって、申立人の標準報酬月額については、賃金台



 

  

帳において確認できる保険料控除額から、平成 13 年７月、14 年２月から同

年５月までの期間、同年７月から同年９月までの期間、同年 11 月、同年 12

月、15 年２月から同年５月までの期間、16 年 11 月及び同年 12 月は 41 万円、

15年 12月及び 16年３月は 44万円とすることが妥当である。 

一方、賃金台帳において確認できる報酬月額から、平成 13 年８月、同年

11 月、同年 12 月、14 年６月、15 年６月から同年８月までの期間、16 年４

月、同年６月、同年９月、17 年３月及び同年４月は 38 万円、13 年９月、同

年 10 月、14 年 10 月、16 年７月、同年８月及び 17 年６月は 36 万円、15 年

１月及び 16 年 10 月は 30 万円、15 年 11 月及び 17 年５月は 34 万円、16 年

２月は 41 万円、16 年５月及び 17 年２月は 32 万円とすることが妥当である。 

また、平成 14 年１月、15 年９月、同年 10 月、16 年１月及び 17 年１月に

ついては、賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額

が社会保険事務所で記録されている標準報酬月額を超えているものの、申立

人の報酬月額に見合う標準報酬月額が社会保険事務所で記録されている標準

報酬月額と同額あるいは下回っていることから、特例法による保険給付の対

象に当たらないため、あっせんは行わない。 

なお、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所

に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過

少な納付であったことを認めていることから、事業主は賃金台帳で確認でき

る報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



 

  

奈良厚生年金 事案 325 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 13 年５月、同年６

月、同年８月、同年 10 月、同年 11 月、14 年２月から同年４月までの期間、

同年６月から同年９月までの期間、15 年５月から同年７月までの期間、16 年

２月、同年６月、同年 11 月、同年 12 月、17 年２月、同年３月、同年５月、

同年９月及び同年 10 月は 34 万円、13 年７月、同年９月、14 年１月、同年５

月、同年 12 月、15 年４月、同年８月、16 年５月、同年 10 月、17 年７月、

18 年２月及び同年６月は 32 万円、13 年 12 月、15 年 11 月、16 年１月、同年

９月、17 年１月、同年６月及び 18 年７月は 30 万円、14 年 10 月、同年 11 月、

15 年２月、同年３月、同年９月、同年 10 月、同年 12 月、16 年３月、同年４

月、同年７月、同年８月、17 年４月、同年８月、同年 11 月、同年 12 月、18

年３月及び同年８月は 36 万円、18 年１月及び同年５月は 28 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、平成 13 年５月から 18 年８月まで（15 年１月及び 18 年

４月を除く。）の申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年５月 14日から 18 年９月１日まで 

昭和 62 年に入社し、給与は少しずつ上がっていたにもかかわらず、年金

記録を確認すると、平成 13 年から急に標準報酬月額が低くなっている。適

正な標準報酬月額に記録訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ



 

  

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明

細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額から、平成 13 年５月、

同年６月、同年８月、同年 10 月、同年 11 月、14 年２月から同年４月までの

期間、同年６月から同年９月までの期間及び 15 年５月から同年７月までの

期間は 34 万円、14 年 10 月、同年 11 月、15 年２月、同年３月、同年９月、

同年 10 月、同年 12 月、16 年３月、同年４月、同年７月、同年８月、17 年

４月、同年８月、同年 11 月、同年 12 月、18 年３月及び同年８月は 36 万円

とすることが妥当である。 

一方、給与明細書及び賃金台帳において確認できる報酬月額から、平成 13

年７月、同年９月、14 年１月、同年５月、同年 12 月、15 年４月、同年８月、

16 年５月、同年 10 月、17 年７月、18 年２月及び同年６月は 32 万円、13 年

12 月、15 年 11 月、16 年１月、同年９月、17 年１月、同年６月、18 年７月

は 30 万円、16 年２月、同年６月、同年 11 月、同年 12 月、17 年２月、同年

３月、同年５月、同年９月及び同年 10 月は 34 万円、18 年１月及び同年５月

は 28万円とすることが妥当である。 

また、平成 15 年１月及び 18 年４月については、給与明細書及び賃金台帳

において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額が社会保険事務所で

記録されている標準報酬月額を超えているものの、申立人の報酬月額に見合

う標準報酬月額が社会保険事務所で記録されている標準報酬月額と同額ある

いは下回っていることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

なお、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所

に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過

少な納付であったことを認めていることから、事業主は給与明細書及び賃金

台帳で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る

記録を平成 17 年８月１日に訂正し、同年７月の標準報酬月額を 36 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成 17 年７月の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

また、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、平成 13

年７月及び同年８月は 38 万円、同年９月及び同年 10 月は 36 万円、同年 11

月から 14 年 10 月までの期間は 38 万円、同年 11 月及び同年 12 月は 41 万円、

15 年１月は 32 万円、同年２月は 41 万円、同年３月は 36 万円、同年４月か

ら同年 10 月までの期間は 41 万円、同年 11 月は 36 万円、同年 12 月は 41 万

円、16 年１月は 34 万円、同年２月は 36 万円、同年３月は 41 万円、同年４

月は 38 万円、同年５月は 32 万円、同年６月は 38 万円、同年７月は 41 万円、

同年８月は 38 万円、同年９月は 41 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 38 万円、

同年 12 月は 41 万円、17 年１月は 32 万円、同年２月から同年６月までの期

間は 38万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、平成 13 年７月から 17 年６月までの上記訂正後の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 31日から同年８月１日まで 

② 平成 13年７月１日から 17年７月 31日まで 

    昭和 54年に入社し、給与は少しずつ上がっていたにもかかわらず、年金

記録を確認すると、平成 13年から急に標準報酬月額が低くなっている。適

正な標準報酬月額に記録訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、給与明細書、賃金台帳及び雇用保険の記録により、

申立人が申立期間においてＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を



 

  

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、平成 17 年７月の標準報酬月額については、給与明細書の報酬月額か

ら、36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る平成 17 年７月の保険料の納付義務の履行については、

事業主は申立てに係る資格喪失日の届出を社会保険事務所に誤って提出し、

また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、未納であったことを認め

ていることから、事業主が同年７月 31 日を厚生年金保険の資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年７月の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還付した場合を含む。）、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書及び賃金台帳に

おいて確認できる保険料控除額から、平成 13 年７月､同年８月及び同年 11 月

から 14 年９月までの期間は 38 万円、14年 11 月、同年 12 月、15 年２月、同

年４月から同年 10 月までの期間、同年 12 月、16 年３月、同年７月、同年９

月及び同年 12月は 41万円とすることが妥当である。 

一方、給与明細書及び賃金台帳において確認できる報酬月額から、平成 13

年９月及び同年 10 月は 36 万円、14 年 10 月は 38 万円、15 年１月は 32 万円、

15 年３月及び同年 11 月は 36 万円、16 年１月は 34 万円、同年２月は 36 万円、

同年４月は 38 万円、同年５月は 32 万円、同年６月、同年８月、同年 10 月及

び同年 11 月は 38 万円、17 年１月は 32 万円、同年２月から同年６月までの

期間は 38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所

に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過

少な納付であったことを認めていることから、事業主は給与明細書及び賃金

台帳で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

 

 

 



 

  

奈良厚生年金 事案 327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 13 年７月から同年

12 月までの期間、14 年２月から同年９月までの期間、15 年４月から同年８

月までの期間、16 年 10 月、17 年 10 月、18 年４月及び同年７月は 34 万円、

14 年１月、16 年１月、同年５月及び 17 年１月は 32 万円、14 年 10 月から同

年 12 月までの期間、15 年３月、17 年９月､同年 11 月、同年 12 月、18 年２

月、同年３月、同年５月及び同年８月は 38 万円、15 年２月、同年９月から

同年 12 月までの期間、16 年２月から同年４月までの期間、同年６月から同

年９月までの期間、同年 11 月、同年 12 月、17 年２月から同年８月までの期

間及び 18年６月は 36万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、平成 13 年７月から 18 年８月まで（15 年１月及び 18 年

１月を除く。）の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年７月１日から 18年９月１日まで 

平成 13 年７月から、標準報酬月額が急に低くなっており、標準報酬月額

が実際の報酬より低いことがわかった。適正な標準報酬月額に記録訂正を

お願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書及び



 

  

賃金台帳において確認できる保険料控除額から、平成 13 年７月から同年 12

月までの期間、14 年２月から同年９月までの期間及び 15 年４月から同年８

月までの期間は 34 万円、14 年 10 月から同年 12 月までの期間、15 年３月、

17 年９月、17 年 11 月、同年 12 月、18 年２月、同年３月、同年５月及び同

年８月は 38 万円、15 年９月から同年 12 月までの期間、16 年２月から同年４

月までの期間、同年６月から同年９月までの期間、同年 11 月、同年 12 月、

17年２月から同年８月まで期間は 36万円とすることが妥当である。 

一方、給与明細書及び賃金台帳において確認できる報酬月額から、平成 14

年１月、16 年１月、同年５月及び 17 年１月は 32 万円、15 年２月及び 18 年

６月は 36 万円、16 年 10 月、17 年 10 月、18 年４月及び同年７月は 34 万円

とすることが妥当である。 

また、平成 15 年１月及び 18 年１月については、給与明細書及び賃金台帳

において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額が社会保険事務所で

記録されている標準報酬月額を超えているものの、申立人の報酬月額に見合

う標準報酬月額が社会保険事務所で記録されている標準報酬月額と同額ある

いは下回っていることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

なお、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所

に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過

少な納付であったことを認めていることから、事業主は給与明細書及び賃金

台帳で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 328 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成

14 年 10 月、同年 12 月、16 年 10 月、17 年１月、同年３月、同年５月、同年

７月、同年９月から 18 年１月までの期間、同年３月から同年６月までの期間

及び同年８月は 26 万円、16 年９月、同年 11 月、同年 12 月、17 年４月、同

年６月及び同年８月は 28 万円、18 年７月は 24 万円に訂正することが必要で

ある。 

 なお、事業主は、平成 14 年 10 月、同年 12 月及び 16 年９月から 18 年８月

までの期間（17 年２月及び 18 年２月を除く。）の上記訂正後の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年 10月１日から 18 年９月１日まで 

    平成 14年 10月から、標準報酬月額が実際の報酬より低い期間があるこ

とがわかった。適正な標準報酬月額に記録訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書及び

賃金台帳において確認できる保険料控除額から、平成 14 年 10 月、同年 12 月、

17 年９月から 18 年１月までの期間、同年３月から同年６月までの期間及び

同年８月は 26 万円、16 年９月、同年 11 月、同年 12 月、17 年４月、同年６

月及び同年８月は 28万円とすることが妥当である。 



 

  

一方、給与明細書及び賃金台帳において確認できる報酬月額から、平成 16

年 10 月、17 年１月、同年３月、同年５月及び同年７月は 26 万円、18 年７月

は 24万円とすることが妥当である。 

また、平成 14 年 11 月、15年 11 月、17 年２月及び 18 年２月については、

給与明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬

月額が社会保険事務所で記録されている標準報酬月額を超えているものの、

申立人の報酬月額に見合う標準報酬月額が社会保険事務所で記録されている

標準報酬月額を下回っていることから、特例法による保険給付の対象に当た

らないため、あっせんは行わない。 

さらに、平成 15 年１月から 16 年８月（15 年 11 月を除く。）までの期間

においては、給与明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見

合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が一致し

ていることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

なお、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所

に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過

少な納付であったことを認めていることから、事業主は給与明細書及び賃金

台帳で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 329 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 18 年４月から同年

６月までの期間及び同年８月は 19 万円、同年７月は 18 万円に訂正すること

が必要である。 

 なお、事業主は、平成 18 年４月から同年８月までの上記訂正後の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年４月１日から同年９月１日まで 

    平成 18年４月に入社した時から、標準報酬月額が実際の報酬より低いこ

とがわかった。適正な標準報酬月額に記録訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を

改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準

報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、申立人

の標準報酬月額については、給与明細書及び賃金台帳において確認できる保

険料控除額から、平成 18 年４月から同年６月までの期間及び同年８月は 19

万円とすることが妥当である。 

一方、給与明細書及び賃金台帳において確認できる報酬月額から、平成 18

年７月は 18万円とすることが妥当である。 

また、申立人の当該標準報酬月額に基づく保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所

に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過

少な納付であったことを認めていることから、事業主は給与明細書及び賃金

台帳で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 330 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を、平

成元年 10 月から２年９月までは 17 万円、２年 10 月から３年６月までは 19

万円、３年７月から同年９月までは 24万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 10月 16日から３年 10月１日まで 

社会保険事務所から連絡があるまでは、標準報酬月額が訂正されていた

ことを全く知らなかったし、会社からも説明を受けなかった。在職中は、

訂正前の標準報酬月額くらいの給与をもらっていたので、記録を回復して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録においては、当初、申立人の

申立期間の標準報酬月額を申立人が主張する平成元年 10 月から２年９月まで

は 17 万円、２年 10 月から３年６月までは 19 万円、３年７月から４年１月ま

では 24 万円と記録していたが、当該事業所が適用事業所に該当しなくなった

日（平成４年３月 16 日）より後の同年４月 23 日付けで、申立人を含む７人

について標準報酬月額を元年 10 月 16 日に遡及
そきゅう

して訂正され、申立人の標準

報酬月額については、元年 10 月から３年９月までを 11 万円に引き下げてい

る。しかし、このような処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があっ

たとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が当初

届け出た、平成元年 10 月から２年９月までは 17 万円、２年 10 月から３年６

月までは 19 万円、３年７月から同年９月までは 24 万円に訂正することが必

要と認められる。 

 



  

奈良国民年金 事案 632 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年７月から 61 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から 61年２月まで 

昭和 59 年ころに自分で国民年金の加入手続をし、妻の保険料と一緒に約

２年分の保険料をまとめて納付した記憶があるが、申立期間について、妻

は保険料が納付済みであるのに対し、私は未納となっている。 

私の納付記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は、平成５年９月 14 日に払い出されている上、申立

人が所持する年金手帳の被保険者となった日の欄にも、「５.９.14 届出」の

押印が確認できることから、申立期間は、これらの処理を受けて社会保険事

務所が同年 10 月４日に記録を追加したことにより被保険者期間となったもの

である。 

また、社会保険庁のオンライン記録で氏名検索を行っても、平成５年の払

出しのほかに申立人に該当する記録は無く、申立期間に申立人に対して別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らないことから、申立期間当時、申立人は国民年金に未加入であり、申立人

が初めて国民年金の被保険者資格を取得した５年の時点では、申立期間は、

時効により制度上保険料が納付できない。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料を妻の保険料と一緒に一括して納付

したと述べているが、Ａ市が保管する申立人の妻に係る国民年金被保険者名

簿によると、申立人の妻は、申立期間のうち、昭和 59 年７月から同年９月ま

での保険料を 61 年 10 月 28 日に、59 年 10 月から同年 12 月までの保険料を

62 年１月７日にそれぞれ過年度納付し、また、昭和 60 年度の保険料を現年



  

度納付した記録があり、当該期間について、申立人の妻は少なくとも３回以

上に分けて保険料を納付しており、一括して納付したとする申立人の主張と

は符合しない。 

加えて、申立人には、申立期間以外にも、６つの期間で合計 151 か月の未

納期間が認められ、一緒に保険料を納付していたとする申立人の妻について

も、合計 161か月の未納期間が認められる。 

そのほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。



 

  

奈良国民年金 事案 633 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年６月から 61年３月まで 

私は、国民年金に加入するのが義務であると認識しており、会社を離職

した後、直ぐに国民年金に加入し、夫が厚生年金保険に加入している期間

も国民年金に任意加入し保険料納付を続けた。昭和 58 年６月８日に国民年

金の加入資格を喪失しているが、そのような手続を行った覚えは無く、保

険料納付を続けた。記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、国民年金が未加入となっている理由は思い

当たらないと述べているものの、社会保険庁のオンライン記録によると、申

立人は昭和 58 年６月８日をもって国民年金被保険者資格を喪失したこととさ

れているため、申立期間については、国民年金保険料の納付書は発行されず、

保険料の納付は行い得なかったものと考えられる。 

また、申立人は、昭和 61 年４月から国民年金第３号被保険者となったが、

社会保険庁の記録によると、この手続が行われたのは平成９年９月であり、

申立人には、この手続の記憶が無い。仮に、申立人が申立期間において国民

年金に任意加入していたとした場合、61 年３月以前に社会保険庁から申立人

へ第３号被保険者手続をするための現況届書が送付されているはずであり、

この手続が約 10 年も遅れることは考え難く、このことから、申立人は、申立

期間について国民年金に未加入であったものと推認できる。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料をどのような方法で納付していたか

についての記憶も定かでない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 634 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年４月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：      

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から同年７月まで 

    私は、昭和 38 年２月から同年７月までの間、Ａ市のＢ社に勤務していた。

そのころ、Ｂ社では、まだ社会保険が適用されていなかったが、当時の給

与明細書が残っており、申立期間について、健康保険料と厚生年金保険料

が控除されている。Ｂ社に問い合わせると、当時、国民健康保険料と国民

年金保険料を給与から控除していたらしいということを聞いた。保険料を

控除されているのだから、調査した上で国民年金保険料の納付期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、Ｂ社において給与から国民年金保険料を控

除されていたと主張しており、本人が保管している当時の給与支払明細書の

控除額の厚生年金の欄に 100 円と記入されていることが確認できる。しかし、

申立人は、昭和 51 年２月 16 日に夫婦連番で国民年金手帳記号番号が払い出

されていることが、社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿により確

認でき、払出日よりも前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立期間当時、Ｂ社の国民健康保険料を扱っていたＣ国民健康保険

組合からは、国民年金の保険料は扱っていなかったという回答を得ている。 

   さらに、申立人の戸籍の附票によると、申立期間に申立人が居住していた

というＡ市Ｄ区に住民票の住所が移動されたのが、昭和 38 年 12 月となって

おり、それ以前の住民票の住所はＥ県にあったと考えられ、申立期間におい

てはＡ市で国民年金に加入することも国民年金保険料を納付することもでき

なかったと推認できる。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から 53 年６月までの期間、58 年１月から平成３年

７月までの期間、10 年２月及び 12 年７月から同年９月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ：     ① 昭和 52年４月から 53年６月まで 

           ②  昭和 58年１月から平成３年７月まで 

③ 平成 10年２月 

④ 平成 12年７月から同年９月まで 

    私は、20 歳になった昭和 52 年４月ごろに、母に勧められて国民年金の

加入手続をして、申立期間①の保険料を納付していた。申立期間②につい

ては、私の姓や住所が何度か変わっているが、毎月納付書により保険料を

納付しているはずである。申立期間③については、厚生年金保険に加入し

ていた元夫が平成 10 年２月に厚生年金保険を喪失しているので、私も同年

２月まで第３号被保険者だったはずである。私は、平成 12 年６月に離婚し

て、同年７月に役場に離婚の手続に行った時に、申立期間④の保険料を納

付した。金額が大きかったため、今後は保険料を払えないと思って、免除

申請をした記憶がある。申立期間①から④までの期間の保険料が未納とな

っていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、20 歳になった昭和 52 年４月に申立人

の母親から勧められて国民年金に加入したと主張しているが、社会保険事務

所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳

記号番号は 53 年５月 18 日に払い出されており、それ以前に別の国民年金手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない上、

申立人は、加入手続をしたその月から保険料を納付したと主張していること

から、さかのぼって保険料を納付したとは考え難いため、申立内容とは符合

しない。 

   申立期間②については、申立人は、納付書により国民年金保険料を納付し

ていたと主張しているが、社会保険事務所が保管する国民年金被保険者台帳

（マイクロフィルム）によると、申立人が昭和 57 年 12 月にＡ市へ転居した



 

  

時の住所変更の手続及び 58 年５月にＢ市へ転居した時の住所変更の手続につ

いて、社会保険事務所が職権で住所変更を行った記録があり、申立人も住所

変更手続をした記憶はないと主張していることから、申立人は、当時国民年

金の住所変更の手続を行わなかったと推認される。また、国民年金保険料は

基本的に住民票のある市区町村でしか納付することができなかったことから、

少なくとも 58 年５月にＢ市へ転居後は国民年金の住所変更の手続をしなけれ

ば国民年金保険料を納付することができなかったと推認され、申立内容とは

符合しない。 

さらに、Ｂ市が保管している申立人の国民年金被保険者名簿によると、国

民年金の資格喪失日が昭和 59 年１月 14 日になっており、申立人が同年１月

に婚姻した後、当時の配偶者が厚生年金保険に加入していたことから、申立

人は強制加入では無くなったため、資格喪失手続に基づき、59 年１月から 61

年３月までの期間については、国民年金の未加入期間であり、保険料は納付

できなかったとみるのが自然である。 

加えて、昭和 61 年４月 1 日からは法改正により未加入期間ではなくなった

が、国民年金の納付状況については記憶が不明確であり、国民年金保険料を

納付したことをうかがわせる関連資料も見当たらない。 

   申立期間③については、申立人は、元配偶者の厚生年金保険が平成 10 年２

月 27 日喪失となっていたので、申立人も同年２月までは第３号被保険者であ

ったはずと主張しているが、制度上、元配偶者の厚生年金保険期間は同年１

月までであり、申立人の第３号被保険者期間も同年１月までである。 

   申立期間④については、申立人は離婚の手続に役場に行った時に、３か月

分の国民年金保険料を納付したが、保険料が高かったので、今後は納付でき

ないと思い免除申請をした記憶があると主張しているが、社会保険庁のオン

ライン記録によると、平成 12 年 10 月からの免除申請が受理をされた同年 12

月に国民年金第３号被保険者の期間訂正が行われている。この訂正は、申立

人の元配偶者が厚生年金保険に加入していた勤め先を退職し、再度新たな勤

め先で厚生年金保険に加入するときに、申立人も第３号被保険者の種別変更

届又は種別確認届を役場又は市役所へ提出しなければならないが、申立人は

この手続を行わなかったため、記録上、平成４年２月に元配偶者が勤め先の

事業所にて厚生年金保険に加入した時から、記録を訂正する 12 年 12 月まで、

同事業所にて第３号被保険者のままであったため、元配偶者の記録に合わせ

て申立人の記録を訂正し、離婚の時点までさかのぼって種別変更の処理を行

ったものであり、離婚手続をした同年６月の時点で国民年金保険料を納付し

たとする申立人の主張は不自然である。  

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

係資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 636 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から 50 年７月までの期間、53 年４月から 54 年３

月までの期間並びに平成元年４月及び同年５月の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月から 50年７月まで 

② 昭和 53年４月から 54年３月まで 

③ 平成元年４月及び同年５月 

私は、義理の弟が昭和 48 年４月に国民年金に加入すると聞いたので、そ

れをきっかけに国民年金に加入した。申立期間②については、昭和 53 年４

月に会社を退職し、その後、保険料を納付した。申立期間③については、

夫の分と一緒に年末に保険料を支払っているのに、私の分だけが未納とな

っていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払

出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 54 年５月 15 日に夫

婦連番で払い出されていることが確認でき、この時点では、申立期間①は時

効により国民年金保険料を納付することができない上、申立人に対して別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

また、申立人は、義理の弟が加入したので夫婦一緒に加入したと主張して

いるが、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人の夫及び義理の弟の

納付状況について、申立期間①は未納となっており、申立内容とは符合しな

い。 

申立期間②について、申立人は、夫の保険料と一緒に納付したと主張して

いるが、社会保険庁のオンライン記録によると、夫の納付状況について、申

立期間②は未納となっており、申立内容とは符合しない上、社会保険事務所



 

  

が保管する申立人及びその夫の国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）

によると、昭和 53 年度の備考欄には「催告 54.７.10」と押印されているの

が確認できる。 

申立期間③について、申立人は、夫の保険料と一緒に納付したと主張して

いるが、社会保険庁のオンライン記録によると、夫は、平成元年度分を平成

２年４月 23 日に現年度納付しており、一方、申立人は、元年６月から翌年３

月までの保険料を３年７月３日に過年度納付していることから、元年度につ

いては、夫婦一緒に納付しておらず、申立内容とは符合しない上、３年７月

３日の納付日からすると、申立期間③は時効により納付することができない。 

 さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 637 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年７月から同年 11 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：      

    生 年 月 日  ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年７月から同年 11月まで 

    私は、平成元年３月に大学を卒業し、同年４月に就職したが、非常勤講

師であったため、国民年金に加入し、同年４月から同年６月までの３か月

分の保険料を納付した。その後、口座振替の手続をしたが、その手続の期

間が必要であったため、平成元年７月から同年 11 月までの５か月分の保

険料を一括で納付した。しかし、年金記録を調べたら、未納になっており、

納得ができないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年４月に就職し、非常勤講師になった時、国民年金に加

入し、同年４月から同年６月までの３か月分の保険料を納付し、その後、口

座振替の手続をしたが、その手続の期間が必要であったため、同年７月から

同年 11 月までの５か月分の保険料を一括で納付したと主張しているが、社会

保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民

年金手帳記号番号は、２年４月 11 日に払い出されていることが確認でき、そ

れ以前に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、Ａ市が保管する国民年金収滞納一覧表によると、申立人の納付状況

は、平成元年度には記載が無く、２年度及び３年度の保険料は現年度納付さ

れていることが確認できる。 

   さらに、社会保険庁のオンライン記録によると、平成元年度分については、

平成元年４月から同年６月までの３か月分の保険料は３年５月 22 日に過年度

納付されており、元年 12 月から２年３月までの４か月分の保険料は４年１月

16 日及び同年１月 20 日に過年度納付されていることから、元年７月から同



 

  

年 11 月までの５か月分については時効により保険料が納付できなかったもの

と推認される。 

   加えて、申立人が申立期間について、国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



 

  

奈良厚生年金 事案 331 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年 11月 20日から 58 年 10月ごろまで 

昭和 52 年８月から 58 年 10 月ごろまで、トラックドライバーとして現在

はＡ社に社名が変わったＢ社に勤務していた。平成 19 年に社会保険事務所

で３回調査してもらった結果、最初の３か月間の記録が判明したが、実際

は 33 歳（昭和 58 年）ごろまで勤務しており退職時まで毎月保険料を引か

れていた。調査して記録を訂正していただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立人は、

当該事業所において、昭和 52 年８月 30 日に資格を取得し、同年 11 月 20 日

に資格を喪失している上、健康保険被保険者証が同年 12 月 13 日に返納され

ていることが確認できる。 

また、社会保険事務所の記録から、当該事業所は、昭和 55 年８月１日に厚

生年金保険の適用事業所では無くなっていることが確認できる。 

さらに、申立人は、同事業所については、現在、Ａ社に社名変更している

としているが、法人登記簿により、Ａ社はＢ社が社名変更した事業所では無

く、新たに設立された会社であることが確認できる上、Ａ社の事業主は、

「当社で申立人が勤務していたことはない。」と証言している。 

加えて、Ｂ社の元同僚からも、「申立人が勤務していたとする期間が相違

している。」、「申立人のことは覚えていない。」など申立人が申立期間に

当該事業所に勤務していたことをうかがわせる証言を得ることはできなかっ

た。 

また、申立期間において、社会保険事務所が保管しているＢ社及びＡ社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、整理番号の欠番は無く、申立



 

  

人の被保険者原票は確認できない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる関連資料は無く、申立期間において事業主

により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

奈良厚生年金 事案 332 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年 10月 21日から同年 11月 20日まで 

    Ａ社Ｂ支社で働いていた時の昭和 54年 11月の給与支給分について、前

月に大きい契約を獲得し給与に反映されたので、給与手取り額が 23万円く

らいであったと記憶しており、その金額に応じた厚生年金保険料が控除さ

れていた。 

    申立期間について標準報酬月額を訂正してほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

      Ａ社が保管している申立人に係る「厚生年金保険料徴収台帳」によると、

申立人が当該事業所に勤務していた全ての期間における申立人の標準報酬月

額は、社会保険事務所が保管している申立人に係る健康保険厚生年金保険被

保険者原票に記載された標準報酬月額と一致しており、申立人の標準報酬月

額が遡及して訂正された形跡は無く、それらの記載内容に不自然な点はみら

れない。 

      また、Ａ社の説明によると、「申立人のように営業職員が大きな契約をと

った場合、標準報酬月額の改定に関係する昇給昇格（固定的賃金の変動）の

時期は翌年度の４月であり、４月から６月までの３か月間の給与実績が７月

からの標準報酬月額の改定（随時改定）に反映されることになるため、年度

の途中に社会保険事務所が決定した標準報酬月額に基づく厚生年金保険料以

上の保険料を給与から控除することは無い。」としている。 

   さらに、同被保険者原票によると、申立期間前後にＡ社Ｂ支社に入社して

いる元同僚の標準報酬月額の随時改定の時期は、当該事業所が説明している

とおり、７月に随時改定されていることが確認でき、申立人の標準報酬月額



 

  

が不合理である事情はうかがえない。 

加えて、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料を事業主により控除されていたことを示す関連資料は無く、こ

のほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

奈良厚生年金 事案 333 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 37年２月１日から同年４月１日まで 

          ② 昭和 37年４月１日から同年 12月５日まで 

 昭和 37年２月から３月まで、Ａ社の社長が経営していた｢Ｂ事業所｣で

勤務していた。その後、37年４月から 11月まで同じくＡ社の社長が経営

していたＣ事務所内の｢Ｄ事業所｣で勤務した。上記両事業所で勤務してい

たことは間違い無く、｢Ｄ事業所｣の直後に異動したＡ社での厚生年金保険

の記録はあるのに、上記両事業所での記録が無いのはおかしい。申立期間

が厚生年金保険の被保険者期間となっていないのは納得できないので、訂

正を申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、申立人が記憶している当時の就業時の状況と

Ａ社の事務担当者及びＣ事務所の職員の証言が符合することから判断して、

申立人は、申立期間に、申立人が述べている｢Ｂ事業所｣及び｢Ｄ事業所｣に勤

務していたことは推認できる。 

また、Ａ社の事務担当者からの「当社の会社沿革資料にＥ事業所を運営し

ていたとする記載がある。」とする証言及びＣ事務所の職員からの「当時の

当事務所の状況を知る者から聞いたところ、当時、所内にはＦという名称の

事業所があり、Ａ社が運営していたとのことである。」とする証言により、

申立人が勤務していたとする｢Ｂ事業所｣及び｢Ｄ事業所｣は、それぞれ｢Ｅ事

業所｣及び｢Ｆ事業所｣という事業所名であったことが考えられる。 

しかし、上記４つの事業所名により社会保険事務所の記録を確認したとこ

ろ、いずれの事業所についても厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

また、上記両証言により、申立人が勤務していたとする両事業所はＡ社の



 

  

経営であったことも推認できる。このことから、社会保険事務所が保管して

いるＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、申立期間

②の直後の昭和 37 年 12 月の申立人に係る当該事業所における記録は確認で

きるものの、申立期間①及び②の期間に健康保険整理番号の欠番は無く、申

立人の氏名は確認できない。 

さらに、Ａ社において申立ての事実を確認できる関連資料は保管されてい

ない上、厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できる給

与明細書等の関連資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

奈良厚生年金 事案 334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 11月１日から 42 年２月１日まで 

私は、育児のために退職をしたが、年金をかけておくと将来のためにい

いと聞いていたので、脱退手当金は受給しなかった。受給した記憶は無い

ので、年金記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の勤務していた事業所を昭和 40 年代に退職した同僚のうち、脱退

手当金の受給資格のある者７人の支給記録を調査したところ、３人に脱退手

当金の支給記録が確認できる一方、受給していない４人のうち３人は資格喪

失後７か月以内に厚生年金保険に加入し、残りの１人は資格喪失後すぐに国

民年金に加入し保険料を納付している。 

また、申立人は、資格喪失後、一部強制加入期間があるにもかかわらず、

国民年金に加入しておらず、年金に対する意識が高かったとは考え難い。 

さらに、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いほか、申立人から聴取

しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


